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要　旨

　我が国における地方自治は二元代表制を採用している。しかしながら、二元制とは名ばかりで

あり、実際には首長は地方議会に対して圧倒的に優位に立っている。首長は、ほとんどの議案を

提案する一方で、議員は政策提案よりも、政治的な意見表明に関心を置いているかのようである。

　本稿では、計量テキスト分析の手法を用い、地方議会がどのように作動しているのか、政治・

行政関係の視点から分析を試みる。中心的な分析手法は、共起ネットワーク分析である。

　結論として、議員発言と行政答弁には、特定化した「基本構造」「共通課題」「個別課題」に量

的かつ質的な差があった。発言者の立場が発言内容の外形的な差をもたらしていることが、分析

から明らかである。また、分析により、対象７市のうち、５市が発言量的に議員主導、２市が行

政主導議会であることがわかった。

Summary

     Japan’s local government system is based on so-called “dualistic representation system 

consisting of a chief administrator (executive organ) and local assembly members (deliberative 

organ). However, a chief administrator has an overwhelming advantage over a local assembly. 

While a chief administrator submits most of bills, local assembly members seem to take an 

interest in critical political views rather than policy proposal.  

     This paper attempts to analyze using text-mining approach how local assemblies work in 

terms of politico-administrative relationship. The main analytical method is co-occurrence 
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network analysis. 

     The analysis results showed quantitative and qualitative diff erences between statements made 

by local assembly members and responses to questions by the administration in specifi ed “basic 

structures”, “common policy agenda” and “individual issues”. It is clear from the analysis that 

speaker’s position causes outward differences in what he/she says. The analysis results also 

showed that fi ve of seven local governments surveyed were led by assembly members and two 

were led by the administration in text data. 

Ⅰ　研究の課題と目的

　我が国における地方自治は二元代表制を採用している。１）しかしながら、首長は地方議会に対し

て圧倒的に優位に立っている。例えば、地方議会では、議案を提案するのは、主として首長の役

割となっており、地方議員による提案（発議）は質・量ともに限られている。一般的に、地方議員

は彼らの専権事項と見なされている議会・委員会の構成に関する議案や、意見書の提出（地方自

治法99条）、決議等の政治的な意見表明には比較的熱心に取り組む傾向があるが、地域課題の解決

法である「政策条例」の提案にはあまり熱心ではなかったと言えよう。議会基本条例の策定が進み、

こうした旧態依然の議会は徐々に減少しつつあるものの、地方議会の主役は、合議制の議会議員

ではなく、まるで活発に答弁し、提案する首長であるかのように有権者には見えているだろう。

　地方自治法121条は、首長等が「議長から出席を求められたときは、議場に出席しなければな

らない」２）としているが、そもそも首長抜きには議会は成立しないかのように見なされている。

このような状況は「二元代表制」にふさわしいとは到底言えず、むしろ「首長制」（大統領制）

と呼んだ方が、代表機関である首長と地方議会の間の優劣関係を正しく表しているのではないか。

　首長と地方議会は主従関係ではなく、緊張感のある機関対立主義によってこそ、地域のガバナ

ビリティ向上に効果的に寄与するはずである。行政の下請け的な議会は、行政監視機能にも、政

策提案機能にも問題がある場合が多い。それでは、そもそも首長と議会はどのような関係にある

のが望ましいのだろうか。議員が首長を支持するか、しないかの与野党関係は最も重要なポイン

トであるが、議会内の発言によっても、政治・行政関係の特徴が垣間見えるのではないか。

　以上の問題関心の下、本稿では、二元代表制の地方議会がどのように作動しているのか、地方

議会議員（政治家）がどのような関心のもとに質問・議論し、それに対して行政（首長・部局長

等）が説明・答弁しているのかを、特定化したい。分析手法としては「頻出語（上位30語）の

抽出」、「共起ネットワーク図」「議会答弁と議員発言の量的比較」を順次行っていく。

　以上の計量テキスト分析により、首長・議員の議案提出率からは推し量れない、地方自治にお

ける「政治・行政関係」の一側面が把握できるものと期待している。
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Ⅱ　先行研究

（１）地方議会の計量テキスト分析

　地方議会における審議を題材とした計量テキスト分析の先行研究は、それほど多くはない。し

かし、近年の情報環境技術の変化により、地方議会における会議録の電子化が事実上のスタンダー

ドとなっており、潜在的な分析可能性は飛躍的に高まりつつある。

　地方議会会議録分析の包括性を意識している代表的な研究群としては、木村・高丸を中心とし

た「地方議会会議録コーパスプロジェクト」(local-politics.jp)がある。３）これにより、「地方議会

会議録データベース」を「新聞記事」や「条例」と関連付けて考察することが可能になるとされ

る。会議録の収集段階から地方自治分野における実際的活用へと利用可能性を大きく向上させる

ものであり、注目される。

　同研究グループの高丸・内田・木村（2017）は、「地方政治コーパスにおける都道府県議会会

議録パネルデータの基礎分析」において都道府県議会を対象とした会議録の収集を行い、47都

道府県の４年間、400万文を整理した。今後、会議録の収集は「自動化することが望ましい」（同

上, 151）としており、研究者が自由に「地方議会会議録コーパス」を活用して、問題意識に応

じた研究を進展させやすくなることが期待される。

　地方自治分野では、計量テキスト分析の研究蓄積は必ずしも十分ではない。Ciniiの論文検索で

は、「計量テキスト分析」は131件ヒットするが、地方自治と関連するものは、爲我井（2015）

及び増田（2017）しか見当たらない。４）一方、「テキストマイニング＋地方議会」では８件あり、

増田（2010）（2012）（2014）（2016）の他に、協働言説を取り上げた小田切（2016）があり、

二元代表制における各主体の役割を実証的に問うている。

Ⅲ　分析手法

　増田（2016）は、北関東主要７市議会（宇都宮、水戸、つくば、熊谷、高崎、前橋、太田）に

おける議員発言を抽出し、全体の頻出語（50語）を一覧表化するとともに、各市議会それぞれの

共起ネットワーク図を作成し、比較・分析した。本稿では、その基本的な分析対象及び分析枠組

みは引継ぎつつ、「行政答弁」の分析を付け加える。５）分析対象期間は、増田（2016）と同一とした。

　共起ネットワーク図は、「サブグラフ検出・媒介」とし、最小出現回数は要素（N）が55（ま

たはそれに最も近い数）になるように調整し、作図した。分析する品詞は、これまで同様、名詞

系（名詞及びサ変名詞）とした。

　作成した共起ネットワーク図には、増田（2017, 165-166）の「ラベル付けのルール」に準拠

して、カテゴリー（サブグラフ）ごとに名称（ラベル）を与えた。６）共起ネットワーク図は、ラ
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ベルの個数と名称を並べることによって比較した。

Ⅳ　分析結果

（１）頻出語

　表１は「行政答弁・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語　A」であり、宇都宮市、水戸市、つ

くば市、熊谷市の行政答弁における頻出ワードを一覧表化したものである。

　表２は「行政答弁・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語　B」であり、高崎市、前橋市、太田市、

７市合計の行政答弁における頻出ワードを一覧表化したものである。

　行政答弁（７市全体）では、（名詞）①「事業」、②「地域」、③「市民」、④「状況」、⑤「年度」、

⑥「学校」、⑦「環境」、⑧「議員」、⑨「制度」、⑩「予算」となっている。行政からの答弁が議

員質問への回答であることから、⑧「議員」が含まれていることは納得できる。個別リストに「議

員」が含まれるのは、宇都宮市８位、水戸市４位、つくば市24位、熊谷市７位、高崎市19位、

前橋市20位、太田市16位となっており、水戸市が特に高いランクにある。

　同様に（サ変名詞）①「計画」、②「整備」、③「施設」、④「実施」、⑤「支援」、⑥「お答え」、

⑦「質問」、⑧「検討」、⑨「利用」、⑩「教育」となっている。一般的に、③「施設する」とは

言わないため、「施設」は名詞に分類した方がよいだろう。

　表３は「議員発言・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語　A」であり、表１の議員発言版である。

　表４は「議員発言・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語　B」であり、表２の議員発言版である。

表１　行政答弁・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語 Ａ
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　議員発言（７市全体）では、（名詞）①「事業」、②「市民」、③「地域」、④「状況」、⑤「市長」、

⑥「委員」、⑦「制度」、⑧「予算」、⑨「年度」、⑩「議案」となっている。議員発言の多くが市

長への質問であることを反映して、⑤「市長」が含まれていることは、これまた当然であろう。

個別リストに「市長」が含まれるのは、宇都宮市４位、水戸市４位、つくば市20位、熊谷市19位、

前橋市５位、太田市１位であり、高崎市（34位）はランク外である。太田市は「部長」が４位

表２　行政答弁・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語 Ｂ

表３　議員発言・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語 Ａ
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となっており、「市長」の突出とともに、特異なケースと思われる。一方、議員が他の議員を取

り上げる形の「議員」（20位）は、宇都宮市29位、水戸市14位、つくば市12位、熊谷市９位、

高崎市21位であり、前橋市（32位）、太田市（33位）はランク外である。

　同様に（サ変名詞）①「質問」、②「計画」、③「答弁」、④「整備」、⑤「教育」、⑥「施設」、

⑦「対策」、⑧「支援」、⑨「利用」、⑩「お願い」となっている。

（２）共起ネットワーク・行政答弁

　「議員発言」の共起ネットワーク図は増田（2016, 38-44）で公開しているため、追加分析の「行

政答弁」から取り上げる。なお、「議員発言」は、「行政答弁」と比較可能とするため、分析方法

を共通化し、（３）において再分析・提示する。

ａ　全体構造（行政答弁）

　「北関東７市議会　行政答弁　N43」（図１）は、顕出した「基本構造」（B）と「構成要素」（C）

に、判別しやすいように「種類」と「名称」を与えたものである。図１には、行政関連の基本構

造である「B 市民・地域事業」「B 基本・都市計画」、議会審議関係である「B 議案・予算」「B 議

員質問」が確認される。

　次いで、個別政策等の共通課題としては「C 高齢者医療・福祉」「C 児童・学校教育」「C施設

利用・管理」「C 関係・協議」が加わっている。

表４　議員発言・頻出語一覧（名詞・サ変名詞）30語 Ｂ
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ｂ　宇都宮市（行政答弁）

　「宇都宮市議会　行政答弁　N36」（図２）は、全体分析同様に、基本構造「B 市民・地域事業」

「B 議員質問」に加え、共通課題としては「C 児童・学校教育」「C 施設利用・設置」「C 活動・

生活支援」「C 連携・関係」があるが、「C 高齢者・社会福祉」には該当する項目がなかった。

　また、その他の課題として「D 環境・地区整備」「D 公共・都市交通」が観察された。

ｃ　水戸市（行政答弁）

　「水戸市議会　行政答弁　N35」（図３）は、基本構造「B 事業・実施計画」「B 議員一般質問」

に加え、共通課題としては「C 学校教育」「C 市民・地域活動」「C 連携・関係・協議」があるが、

C 高齢者・社会福祉分野、C 施設利用・管理分野には該当する項目がなかった。

　また、その他の課題として「D 都市・県境整備」「D 公共交通」が観察された。

図１　北関東７市議会　行政答弁 N43
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数5005）

図２　宇都宮市議会　行政答弁 N36
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数740）
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ｄ　つくば市（行政答弁）

　「つくば市議会　行政答弁　N42」（図4）は、基本構造「B 市民・地域事業」「B 予算・実施」「B 

議員質問」に加え、共通課題としては「C 学校教育・研究」「C 計画・施設利用」があるが、C 

高齢者・社会福祉分野、C 市民協働分野には該当する項目がなかった。研究学園都市を擁するつ

くば市は、学校教育分野に研究が加わっており、連携はその中心課題に関連付けられている。

ｅ　熊谷市（行政答弁）

　「熊谷市議会　行政答弁　N39」（図５）は、基本構造「B 事業・計画」「B 予算・会計」「B 年度・

実施」「B 議員質問」に加え、共通課題としては「C 高齢者医療」「C 学校教育」「C 施設利用・

管理」「C 市民・地域活動」「C 行政・センター」がある。

図３　水戸市議会　行政答弁 N35
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数640）

図４　つくば市議会　行政答弁 N42
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数595）
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ｆ　高崎市（行政答弁）

　「高崎市議会　行政答弁　N42」（図６）は、基本構造「B 市民・地域事業」「B 予算・年度」「B 

予算説明」「B 議員質問」「B 条例改正」「B 議案説明」に加え、共通課題としては「C 高齢者・社

会福祉」「C 児童・学校教育」「C 施設利用・管理」があるが、「C 市民協働」には該当する項目

がなかった。

　また、その他の課題として「D 建設工事」が観察された。

ｇ　前橋市（行政答弁）

　「前橋市議会　行政答弁　N36」（図７）は、基本構造「B 地域事業・支援」「B 年度・整備計画」

「B 議案説明」に加え、共通課題としては「C 子供・学校教育」「C 施設利用・設置」「C 関係・

協議」があるが、「C 高齢者・社会福祉」には該当する項目がなかった。

図５　熊谷市議会　行政答弁 N39
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数525）

図６　高崎市議会　行政答弁 N42
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数1330）
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　また、その他の課題として「D 市内企業」が観察された。

ｈ　太田市（行政答弁）

　「太田市議会　行政答弁　N36」（図８）は、基本構造「B 事業・整備計画」「B 議案・予算」「B 

規定・改正」「B 条例・理由」「B 理解お願い」に加え、共通課題としては「C 医療・介護保険」「C 

子ども・学校教育」「C 施設利用・管理」「C 市民・行政・センター」がある。

（３）共起ネットワーク・議員発言

　（増田2016）の「議員発言」の分析結果（図１～図８）では、要素数（N）を明示しておらず、

ワードの初期投入数（50～ 60）に若干のバラツキがあった。ここで、投入数を55（ないしは

それに最も近い数）に再調整し、図９～図16として新たに掲載する。

図７　前橋市議会　行政答弁 N36
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数740）

図８　太田市議会　行政答弁 N40
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数640）
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ａ　全体構造（議員発言）

　「北関東７市議会　議員発言　N42」（図９）では、「B 地域計画・事業」「B 議案・予算」「B 

議員質問」が確認される。

　次いで、個別政策等の共通課題としては「C 高齢者医療・福祉」「C 学校教育」「C 施設利用・

管理」「C 市民・行政」が加わっている。

　また、その他の課題として「D 都市・地区整備」があった。

ｂ　宇都宮市（議員発言）

　「宇都宮市議会　議員発言　N41」（図10）は、「B＋C 事業・高齢者福祉」が基本構造と共通

課題が連結した形となっている。いわば、「事業」の一環として「高齢者福祉」が位置付けられ

ているかのようである。「B 市長答弁」は、議員が市民の存在を念頭に市長に答弁を求めるもの

図９　北関東７市議会　議員発言 N42
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数5110）

図10　宇都宮市議会　議員発言 N41
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数795）
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であろう。

　共通課題としては、社会福祉分野の他に「C 子供・学校教育」「C＋D 施設利用・交通」「C 住民・

地域支援」が見られた。議員発言では、施設利用と公共交通を結び付けた形になっており、他の

自治体のように施設管理が主ではないものと解される。

　また、その他の課題として「D 都市・環境整備」が観察された。

ｃ　水戸市（議員発言）

　「水戸市議会　議員発言　N43」（図11）は、基本構造「B 都市・事業計画」「B 議員質問」「B 

市長見解」「B 条例・議案」に加え、共通課題としては「C 高齢者福祉」「C 学校教育」「C 施設

利用」「C 市民・地域支援」がある。

　また、その他の課題として「D 地方財政」「D 社会・生活環境」が観察された。

ｄ　つくば市（議員発言）

　「つくば市議会　議員発言　N38」（図12）は、基本構造「B 事業・予算・討論」「B 議会議員」

「B＋D 一般質問・入札」に加え、共通課題としては「C 高齢者保険」「C 子供・学校教育」「C 施

設管理・整備」「C 市民・行政」がある。

　また、その他の課題として「D 基本条例・計画」が観察された。つくば市では、平成22年以降、

自治基本条例に関する検討作業が始まっており、それが反映された結果と考えられる。

ｅ　熊谷市（議員発言）

　「熊谷市議会　議員発言　N42」（図13）は、基本構造「B 地域計画・事業」「B 行政答弁」「B 

条例・議案」に加え、共通課題としては「C 高齢者・社会福祉」「C 子供・学校教育」「C 施設管理・

図11　水戸市議会　議員発言 N43
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数760）
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管理」がある。「C 市民協働」には該当する項目がなかった。

ｆ　高崎市（議員発言）

　「高崎市議会　議員発言　N38」（図14）は、「B＋C 地域計画・主体間連携」が基本構造と共

通課題の連結した形となっている。その他の基本構造は「B 事業・都市整備」「B 予算・年度」「B 

議案・答弁」である。

　共通課題としては「C 高齢者福祉」「C 子ども・学校教育」「C 施設建設・利用」がある。

ｇ　前橋市（議員発言）

　「前橋市議会　議員発言　N38」（図15）は、基本構造「B 地域計画・事業」「B 市長答弁」に

図12　つくば市議会　議員発言 N38
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数830）

図13　熊谷市議会　議員発言 N42
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数840）
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加え、共通課題「C 高齢者福祉」「C 子供・学校教育」「C 施設利用」「C 行政・市民生活」がある。

　また、その他の課題として「D 住民・合併」「D 企業・経済」が観察された。前者については、

この時期の直前に前橋市は富士見村との第二次合併（平成21年）を果たしており、第一次合併（平

成16年）を含め、議論の対象とされやすい状況にあったものと推察できる。

ｈ　太田市（議員発言）

　「太田市議会　議員発言　N45」（図16）は、基本構造と共通課題が組み合わさっている複合

型が多い。即ち「B＋C 事業・施設整備」「B＋C 予算・社会福祉」「B＋C 答弁・学校福祉・答弁」

である。基本構造では「B 議会審議」「B 市長見解」が例外的に単独である。同じく、共通課題

では「C 指定管理者」「C 行政・センター」がある。

図14　高崎市議会　議員発言 N38
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数760）

図15　前橋市議会　議員発言 N38
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数855）
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　また、その他の課題として「D 地域経済」が観察される。

Ⅴ　結論と考察

　本章では、作成したすべての共起ネットワーク図から「基本構造」「共通政策」「個別課題」を

抽出し、「行政答弁」（表５）と「議員発言」（表６）に集約したうえで、両者の特徴を比較・考

察する。

　まず、第１列の大分類（B 基本構造、C 共通課題、D 個別課題）のうち、「B 基本構造」とは、

議会内の発言には必ず組み込まれていると考えられる要素のことであり、増田（2016）では、

①地域行政に関わる「地域計画・事業」（行政関連）、②議会審議に関わる「議会審議・答弁」（議

会関連）として説明したものである。本分析では、二つのカテゴリーをさらに細分化し、六つに

再構成した。即ち、ⅰ事業、ⅱ計画、ⅲ議案・予算、ⅳ条例、ⅴ議員質問、ⅵ行政答弁、である。

なお、BはBasic Structuresのことである。

　次に「C 共通課題」とは、増田（2016）において示された共通要素であり、①「社会福祉」、

②「学校教育」、③「施設利用・管理」、④「市民協働」をもとに、新たにⅰ社会福祉、ⅱ学校教

育、ⅲ施設利用、ⅳ活動支援、ⅴ主体・連携として追加設定した。政策課題のうち、多くの議会

で概ね顕在化したものを「共通課題」と呼んでいる。いわば、我が国地方自治体に共通した政策

課題が羅列されているものとして捉えてよい。なお、CはCommon Policy Agenda のことである。

　最後に「D 個別課題」とは、特定の自治体においてのみ顕在化している課題であり、共通度が

高まれば、「共通課題」に格上げされる可能性がある。個別課題にとどまっている限り、一過性

の特定課題として解釈されるべきであろう。なお、Dは分析者が与えた便宜的なアルファベット

である。

図16　太田市議会　議員発言 N45
（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数535）
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　ここで、行政答弁（表５）と議員発言（表６）を比べてみる。「B 基本構造」のうち、名詞及

びサ変名詞の最頻出語である「事業」「計画」は、本稿では、別カテゴリーとして二分割した。

とはいえ、行政答弁も、議員発言でも、「事業」「計画」が単一カテゴリーとして結合しているケー

スも３市ずつあり、両者の分割が妥当であるか判断しがたい。ただ、「事業」はすべてに出現す

るが、「計画」は、しばしば共通課題や個別課題と結合することがある点は異なる。

　出現性という点では、行政答弁における「議員質問」は５市に及んでいる。次いで、「議案・

表５　行政答弁における基本構造と政策課題

表６　議員発言における基本構造と政策課題
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予算」の４市が目立つ程度である。一方、議員発言では、「行政答弁」が６市となっており、市

当局に説明を求める姿勢が伺えよう。対照的に当事者たる「議員質問」は、４市に留まる。

　「C 共通課題」のうち、議員発言では①「社会福祉」を漏れなく取り上げている一方で、行政

答弁では、３市のみであり、必ずしも社会福祉が答弁として顕在化していないことがわかる。②

「学校教育」は、議員発言でも、行政答弁でもすべて言及されており、比較すれば、学校教育に

対する地方議会全体の関心の高さが伺えよう。③「施設利用」もまた、全市の議員発言で取り上

げられつつ、水戸市を除く行政答弁でも言及されている。④「活動支援」と⑤「主体・連携」は、

増田（2016）において「市民協働」に分類したものを④支援系と⑤主体系に二分割したもので

ある。行政答弁では、高崎市を除く６市では、④か⑤のどちらかが顕在化しており、単独でも５

市が該当する。他方、議員発言では、「活動支援」が３市、「主体」が４市となり、行政答弁より

出現性が低くなっている。また、行政答弁ではカテゴリー名を「主体・連携」としたが、議員発

言では「主体」としており、「支援」「連携」は、行政課題としての側面が強いことが伺える結果

となっている。

　先に述べたように「D 個別課題」は、当該自治体に固有（特定）の課題のことである。行政答

弁では、「環境整備」「交通」は２市に、「地域経済」「建設工事」「活用・効果」は１市のみに該

当している。この結果を見る限り、「環境整備」「交通」のみ、将来的または継続的に自治体の課

題になり得る可能性を秘めている程度である。行政答弁において、個別課題が相対的に少ないの

は、行政がトータルに問題解決を図ろうとする姿勢に関連しているかもしれない。対照的に、議

員発言では、一般質問などを通じて個別課題を集中的に取り上げる傾向があるためか、「環境整備」

が４市、「地域経済」が２市、「合併」が２市など、複数の自治体に関係する個別課題が散見され

る。とくに「環境整備」は、他の地域や時期には、共通課題に格上げされる可能性もあるのでは

ないか。

　以上より、「行政発言」と「議員発言」には、カテゴリー・ベースで集約すると、「B 基本構造」

「C 共通課題」「D 個別課題」内部に量的及び質的な差が見られるようである。「行政の特性」や「議

会の特性」によるもので、「発言者の立場」が発言内容に外形的な差をもたらしているものと推

察される。

　最後に、行政答弁と議員発言の量的比較を行う。表７は４年間の任期における「A 行政答弁」

と「B 議員発言」の総抽出語数である。行政答弁が議員発言より相対的に多ければ比率は１を下

回り、逆に議員発言が行政答弁を上回れば１を超える。

　表７より、７市全体の発言では、議員発言が行政答弁に対して1.245倍の語数であることがわ

かる。全体としてみれば、議員発言が量的に優位であるが、高崎市と太田市では、例外的に行政

答弁の方が多くなっている。しかし、単語ベースでの比較であるため、スピーチの速度などは考

慮しておらず、数値は量的な比較の「参考値」であることに留意されたい。それでも、これらの

比率により、行政答弁と議員発言における発言量が概ね反映されているものと考えてよいだろう。
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本稿では、議員発言が多い熊谷市（1.890）、つくば市（1.605）、水戸市（1.547）、宇都宮市（1.430）、

前橋市（1.157）を議員主導議会、行政答弁が議員発言を上回る太田市（0.763）、高崎市（0.835）

を行政主導議会と呼ぶことにしたい。議員発言の中心である一般質問は、それぞれの議会の方針

によって、発言者数や発言時間に独自の制限がかけられていることが多い。そうしたローカル・

ルールは、慣行として強固な規範性を有することがあり、他の議会と比較する発想は議会内から

は生じにくいと予想される。表７の結果が一過性であるのか、今後の分析課題としたい。

 Ⅶ　残された課題

　本稿では、７市・４年間（１任期）の議会内発言を、「議員発言」と「行政答弁」に分割し、

それぞれを計量テキスト分析することで、それらに発言内容に差があるのか、量的かつ質的に検

討を行った。今回、行政答弁を初めて取り込んだことで、地方議会における「政治（議員）・行

政（市長）関係」の一端を明らかにすることができた。しかしながら、分析の範囲が、北関東７

市（宇都宮市、水戸市、つくば市、熊谷市、高崎市、前橋市、太田市）議会、４年間（１任期）

と限られている以上、分析結果は依然として暫定的な知見しか提供できていない。今後、方法論

の精緻化を図るとともに、次の任期（４年）の追加分析に取り組み、「B 基本構造」「C 共通課題「D 

個別課題」においてカテゴリーがどのように変化するか、明らかにしていくことにしたい。

（ますだ　ただし・高崎経済大学地域政策学部教授）

注
１）二元代表制の実質は憲法93条に明文化されてはいるが、「二元代表制」という用語自体は存在しない。二元代表制という
用語を使用することが党派的であるとする見解もあるが、必ずしも一般的な議論ではない。

２）条文については、http://law.e-gov.go.jp/を参照した。（閲覧日2017年９月26日）
３）地方議会コーパスプロジェクト　http://local-politics.jp/（閲覧日2017年９月26日）
４）爲我井（2015）は越谷市を、増田（2017）は、北関東７市を対象としている。いずれも、中核市・（施行時）特例市で
ある。

５）増田の一連の研究は議員発言ベースである。本稿では行政答弁を追加したため、データ量は約２倍となっている。
６）カテゴリー（サブグラフ）のラベル付けの手法は、構成要素を縮約する際の鍵となる。増田（2017）では定式化を試み
ているが、今後、改良が必要であろう。

表７　Ａ行政答弁とＢ議員発言の量的比較
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